
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策9-1-①

75.5%

7計画

未来へつなぐ地域農
業支援事業
機構集積協力金事業
地域計画策定事業
農業者減少対応経営
確立支援事業

効率的な農業経営に向け、農
地バンクを活用した分散農地
の集約化を進めます。
また、地域における将来の農
業のあり方や農地利用につい
て、農業者や農業委員会、農
協、土地改良区等との話し合
いを通じ、地域計画の策定を
進めます。

2 政策9-1-③

70人 にいがたagribase事業 新規就農者の栽培技術向上を
はじめ、経営安定化のため、伴
走型の支援を行うほか、新た
に親元等で就農する農業者を
支援するなど新規就農者の確
保・育成に取り組みます。

3 政策9-1-④

拡大させる

111.9億円

元気な農業応援事業 本市農業の持続的発展と、効
率的で安定した魅力ある農業
の担い手の育成を目的に、需
要に応じた米生産や園芸作物
導入による経営の複合化、規
模拡大や経営改善、農産物の
付加価値向上のほか、園芸産
地づくりに向けた取組を支援し
ます。

4 政策9-2-④

1件

実施

森林経営管理事業 林業の成長産業化と森林資源
の適切な管理を推進するた
め、森林経営管理制度に基づ
く森林管理を行います。

経営管理権集積計画を定めた
西蒲区平沢地区の森林で、選
木を行い、切捨間伐を実施しま
す。

5
行財3-1-①
政策9-1-②

推進 農業脱炭素・ＳＤＧｓ推
進事業

持続可能な農業の実現を目的
に、農業ＤＸによる生産性・収
益性の向上や農業における脱
炭素化や環境負荷低減に向け
農業者が提案するモデル事業
を支援します。また、農業ＤＸの
さらなる普及に向けた支援を行
います。

組織目標管理シート

年度 令和6年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・農業産出額推計値

組織名（部） 農林水産部
組織名

（準部・課・機関名）
農林政策課

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

意欲ある担い手への農地の集積・
集約化を効果的に推進し、生産性
の向上を図るとともに、スケールメ
リットを活かした農業経営が展開
できるよう取組を進めます。

認定農業者等へ農
地集積率

地域計画の策定

主な取組（事業）

新規就農者の技術および知識の
習得や意欲ある担い手が営農を
継続できる環境を整備するなど、
多様な担い手の確保・育成を進め
ます。

新規就農者数

消費者や食品関連産業の需要に
応じた多様な米づくりを進めるとと
もに、園芸導入による複合営農を
推進します。

需要が拡大する野菜・果樹に対応
するため、生産技術の課題解決や
付加価値の高い農産物の生産に
対する支援を行ないます。

農業産出額のうち
米・麦・大豆等主要
作物の産出額及び
交付金

1億円園芸産地の
販売額の合計額

森林資源の適切な管理を推進す
るため、森林経営管理制度の運用
を進めるとともに、保安林等の守る
べき森林を市民主体で維持してい
く活動を促進します。

森林経営管理制度
に基づく調査地区
のうち、経営管理権
集積計画、森林経
営計画を策定した
件数

経営管理権集積計
画を定めた森林の
管理を実施

SDGsの達成に向け、脱炭素・環境
負荷低減に対する農業現場の
ニーズに即しながら、様々な課題
に対しデジタル技術を活用します。

SDGsの普及啓発

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

14課題 　

4件 　

7課題

4件

登録

・J-クレジット普及推
進事業

J-クレジット普及推進協議会におい
て、プロジェクト計画書（水稲中干し期
間の延長）を作成し、R6年度内の国へ
の申請・登録を目指します。

12課題

4件

5件 　

11件 　

5
政策9-1-②
政策9-1-④
行財3-2-③

5件

・農業活性化研究セン
ター研究費
・環境負荷低減農業
研究費
・J-クレジット普及推
進事業

報道機関等を積極的に活用すること
で、農業者や消費者、企業に対し、セ
ンターの取り組みを戦略的に情報発信
します。発信回数を重ねていくことで、
センター自身の認知度向上に繋げま
す。

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・農業算出額推計値

組織名（部） 農林水産部
組織名

（準部・課・機関名）
農業活性化研究センター

No.

組織目標 指標

取組指標

主な取組（事業）

センター独自の試験研究で得られた知
見や技術を活用し、野菜、花き、果樹
等の安定生産や品質向上に向けた取
り組みを支援します。また、得られた試
験研究データは、JA部会の研修会、
HP、動画配信等により産地に還元し、
その活用を図ることで、生産技術の課
題解決や付加価値の高い農産物の生
産に繋げます。

今後の環境問題のトレンドを踏まえな
がら、みどりの食料システム戦略に関
連する試験研究に取り組みます。土壌
診断を活用した施肥設計により、化学
肥料の使用量削減を図るほか、コメの
生分解性マルチや高温対策資材など
民間事業者が開発した先端技術や素
材を積極的に導入し、農業分野での環
境負荷低減に繋げます。

・環境負荷低減農業
研究費

・農業活性化研究セン
ター研究費

評価 目標達成状況 今後の方針

農家の相談を受け
6次産業化・農商工
連携を支援した件
数
（R6）

　上記No.1～4の目標に関連して、
報道機関等を積極的に活用する
ことで、農業者や消費者、企業に
対し、センターの取り組みを戦略
的に情報発信します。

報道機関活用によ
るセンター事業の
情報発信件数

4

　所得と雇用機会の確保を図るた
め、農業者が農産物の加工、直売
所や農家レストランの経営等新規
事業を立ち上げ、新たな付加価値
を生み出す6次産業化や食品関連
産業等他分野との連携による農
商工連携を進めます。

行財9-2-①
6次産業化・農商工
連携支援補助金の
事業実施者のフォ
ローアップ数
（R4～5）

農業者の所得向上に向けて、農産物
の加工・販売促進、機能性に関する相
談業務の実施や関連セミナーを開催す
るほか、6次産業化や農商工連携を推
進するための機材・資材の導入を支援
します。また、事業利用者へのフォロー
アップを行うことで、事業の成果や課題
を把握し、新規事業展開に繋げます。

･6次産業化サポート
事業

　大学など教育機関と連携し、互
いの資源や研究成果を共有する
など交流を深め、教育機関の英知
を活かした施策展開や、地域との
連携につなげることで、質の高い
まちづくりを進めます。

行財3-2-③
論文・学会発表、農
産物や加工食品へ
の新規展開数

・農業活性化研究セン
ター研究費
・環境負荷低減農業
研究費
・農産物高付加価値
化推進事業

大学等との共同研
究件数

農産物の安定生産や品質向上、環境
負荷低減、高付加価値化に向けた研
究を大学等の研究機関と共同で実施
し、地元農産物の新たな価値を創出し
ます。

1

　需要が拡大する野菜・果樹に対
応するため、生産技術の課題解
決や付加価値の高い農産物の生
産に対する支援を行います。

政策9-1-④
還元した試験研究
データの産地での
活用数

環境負荷低減に関
するセンター独自
の試験研究数

野菜、花き、果樹、
薬用植物栽培に関
するセンター独自
の試験研究数

　SDGｓの達成に向け、脱炭素
化、環境負荷低減に対する農業
現場のニーズに即しながら、様々
な課題に対しデジタル技術を活用
します。

2 政策9-1-②

J-クレジット プロ
ジェクト登録

還元した試験研究
データの産地での
活用数

3

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

56.5 ほ場整備の推進 本市農業の競争力向上に繋が
る、農地の大区画化や汎用化
を促進し、併せて、担い手への
農地の集積・集約を進めるた
めに、ほ場整備事業を支援し
ます。

3 ほ場整備事業推進に
伴う普及・啓発

ほ場整備検討地区に対し、県・
土地改良区等と協働し、積極
的に地区に出向き、説明会を
開催し普及啓発を図ります。

85 多面的機能支払交付
金事業

農業・農村が有する多面的機
能の維持・発揮を図るため、農
用地・水路・農道等の地域資
源の適切な保全管理の推進を
目的に、農業者や地域住民が
実施する共同活動を支援しま
す。

推進 田んぼダム利活用に
よる流域治水対策

あらゆる関係者が流域全体で
行う協働の取組である「流域治
水」の一環として、水田の雨水
貯留能力を高める田んぼダム
の取り組みを推進します。

3 政策9-1-①

100 農業水利施設等の保
全管理・長寿命化

市域の25%がゼロメートル地帯
である本市において、豊かな
農業生産を支え、都市部にお
ける安心・安全な生活を守る農
業水利施設の適正な維持管
理・整備更新を図るとともに、
老朽化した施設の長寿命化対
策を進めます。

100 水産物供給基盤機能
保全事業

国の補助事業を活用し、漁港
施設の長寿命化を図ります。

実施 漁港を核とした水産業
及び地域活性化事業

水産業や地域活性化に資する
新たな漁業生産や地域交流の
場としての利活用を図るため、
官民連携のネットワークを構築
します。

5 行財3-2-④

1 国の施策、予算への
提言、要望

ほ場整備や水利施設更新な
ど、国補助事業予算の安定的
な確保や充実につながる要望
活動を行っていきます。

1

　「儲かる農業」の実現のため、農
地の大区画化や汎用化を図り、高
収益作物の導入を可能とするほ
場整備の取り組みを推進します。

政策9-1-①

ほ場整備率（％）

政策9-2-①2

　農業者や地域住民が地域一体と
なって取り組む農業施設や農村環
境保全のための活動を支援しま
す。

多面的機能支払交
付金事業によって
広域的に保全管理
される農用地面積
の割合（％）

　老朽化が進む土地改良施設に
ついて、更新や補修事業に取り組
みます。

市管理農業用排水
機場の機能保全計
画に基づく長寿命
化対策の実施率
（％）

田んぼダムの普
及・啓発

国の農業施策、予算に対して提
言、要望を行い、農業生産基盤の
整備・保全につなげていきます。

国への要望活動
（回）

4

　水産業の振興に向け、漁港施設
の長寿命化や担い手の確保を推
進します。

政策9-2-④

漁港施設の長寿命
化対策の実施率
（％）

漁港を核とした水産
業の振興

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

地区説明会の開催
地区数（地区）

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟市の農水産物などに対して誇りや愛着を持つ市民の割合

組織名（部） 農林水産部
組織名

（準部・課・機関名）
農村整備・水産振興課

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1

改善項目の検
討及び解決と
新たな課題の
抽出

物流改善推進に向け
た体制構築検討会(青
果部）の開催

場内青果部関係者により組織
した物流体制構築検討会にお
いて、物流の改善（流通標準化
に対応するための当市場モデ
ルの構築）に向けた改善事項
を検討し、課題の解決に取り組
みます。

物流体制の中継拠点
化に関する検討

場内花き部で進める物流体制
の中継拠点化に向けた検討を
進め、課題の抽出を行います。

2 行財2－2－①

使用料改定 使用料の適正化 資金計画に基づき、使用料の
改定を行います。

・せり見学会の開催
・模擬せり体験会の開
催
　　　　　　　　　　　　等

せり見学会などの事業を実施
し、食育・花育の推進に取り組
みます。

市場運営委員会活性
化部会の開催

食育・花育の推進への取組
が、より市場の活性化（消費拡
大及び市場取引量の増加）に
寄与できるよう、新たなター
ゲットに対して参加機会の拡大
を図ることができる企画を検討
します。

3

食育及び花育の推進並びに消費
拡大に繋げる事業を展開し、市場
の活性化を推進します。

政策9-2-②

見学会等の開催回
数(回）

18回

評価 目標達成状況 今後の方針

R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟市の農産物などに対して誇りや愛着を持つ市民の割合
・公共施設の維持管理運営コスト

組織名（部） 農林水産部
組織名

（準部・課・機関名）
中央卸売市場

健全な行財政運営及び経営の安
定化を図るため、今後の資金需要
(活性化事業の展開、施設修繕・改
良)も踏まえた資金計画に基づく使
用料の見直しを行います。

場内業者の使用料
改定

組織目標管理シート

年度 令和６年度

No.

組織目標 指標

取組指標

中央卸売市場における物流改善
推進のための体制構築に向けた
検討を行います。

物流の改善に向け
た体制構築の検討

主な取組（事業）

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ６目標 Ｒ６結果 取組名称（事業名） 概要

1
政策9-1-⑤
政策9-2-③

2回 農産物販売強化促進
事業

儲かる農業の実現に向けて、
市内JAと設立した「園芸作物
販売戦略会議」を中心に、新潟
県と足並みをそろえ、首都圏を
はじめとする県外への園芸作
物の販路開拓・販売促進に向
けたプロモーションに取り組む
ことで販売額の増加を目指す。

2
政策5-1-①
政策9-2-②
行財3-1-①

14校 食と農のわくわくSDGs
学習推進事業

本市の農業や食品産業を支え
る人材づくりにつなげるため、
主に小学校高学年～専門学
校・大学を対象とした食と農に
関する探究的な学習の支援や
環境整備を行う。

3 政策9-2-③

延べ105事業 食文化創造都市啓発
事業

新潟市食文化創造都市推進会
議を運営し、会員が連携して実
施する食文化創造都市推進プ
ロジェクトに対し、助成を行う。

4

０日 食肉センターの管理
運営

食用に供するための獣畜の処
理を、適正に行うために設置し
た食肉センターの管理運営を
行い、食肉の安定供給に寄与
する。

市内の食肉安定供給のため、県
や関係者と食肉センターのあり方
について検討を進めるとともに、冷
凍冷蔵設備の改修をはじめとし
た、食肉センターの老朽化に伴う
施設・設備の改修工事を着実に行
います。

施設・設備の機能
不全による稼働停
止日数

いくとぴあ食花やアグリパークなど
を活用し、市民が食と農に触れ、
親しみ、学ぶことができる場を提供
するなど農業体験を通じて、地域
への誇りと愛着を育む取り組みを
進めます。

食と農のわくわく
SDGs学習プログラ
ム実施校数

新潟市の強みである食と花、食文
化の魅力を発信し、多くの人がそ
の魅力に触れられる機会を提供す
ることによって、市民をはじめとす
る多様な主体と共に、食と花の販
路の拡大及び都市と農村の交流
を推進し、農林水産業の振興と豊
かな市民生活の実現を図ります。

新潟市食文化創造
都市推進プロジェク
トの採択事業数

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

市内農業団体等と連携し、地域一
体となって園芸作物（野菜、果物、
花き）の販路開拓やターゲット層に
合わせ、時代に対応した販売促進
に取り組みます。

トップセールスの実
施回数

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和６年度 R6.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟市の農水産物などに対して誇りや愛着を持つ市民の割合

組織名（部） 農林水産部
組織名

（準部・課・機関名）
食と花の推進課

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


